
公

告

平成™›年˜—月š˜日 水曜日 (号外第™š�号)官 報

諸

事

項

破
産
手
続
廃
止
及
び
免
責
許
可
決
定

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
２
５
号

鹿
児
島
県
指
宿
市
西
方
1
2
4
6番
地
3
5

破
産
者
荻
野
富
貴
子

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
5日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

鹿
児
島
地
方
裁
判
所
知
覧
支
部

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
８
２
号

茨
城
県
石
岡
市
旭
台
１
丁
目
2
0番

2
9号

ラ
フ
ォ
ー

レ
石
岡
Ｃ
`
1
0
3

破
産
者
渡
邊
裕
佳

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
6日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

水
戸
地
方
裁
判
所
土
浦
支
部
破
産
再
生
係

平
成
２
３
年
（
フ
）
第
２
号

長
野
県
小
県
郡
青
木
村
大
字
当
郷

4
6
6番
地
２
、
破

産
手
続
開
始
決
定
時
の
住
所
長
野
県
上
田
市
古
里

8
5
7番
地
2
1

破
産
者
高
見
沢
重
幸

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
6日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

長
野
地
方
裁
判
所
上
田
支
部

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
７
８
３
号

札
幌
市
白
石
区
栄
通
５
丁
目
１
番
３
`
1
0
1号

破
産
者
吉
村
忠
洋

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
7日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

札
幌
地
方
裁
判
所
民
事
第
４
部

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
１
１
１
４
号

札
幌
市
中
央
区
南
1
5条
西
1
0 丁
目
１
番
2
0
`
2
0
1号

破
産
者
櫻
井
保
男

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
7日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

札
幌
地
方
裁
判
所
民
事
第
４
部

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
８
４
号

茨
城
県
土
浦
市
神
立
町
6
7
8番
地
4
5

破
産
者
加
藤
光
浦

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
7日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

水
戸
地
方
裁
判
所
土
浦
支
部
破
産
再
生
係

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
２
４
２
号

埼
玉
県
川
越
市
大
字
笠
幡
4
4
7
8番
地
５

破
産
者
荒
木
敏
幸

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
7日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

さ
い
た
ま
地
方
裁
判
所
川
越
支
部

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
３
８
２
号

埼
玉
県
川
越
市
砂
新
田
３
丁
目
３
番
地
3
9

破
産
者
中
島
義
祐

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
7日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

さ
い
た
ま
地
方
裁
判
所
川
越
支
部

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
４
６
１
号

埼
玉
県
飯
能
市
大
字
中
藤
中
郷
3
2
3番
地
６

破
産
者
小
林
直
澄

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
7日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

さ
い
た
ま
地
方
裁
判
所
川
越
支
部

平
成
２
４
年
（
フ
）
第
４
７
０
号

埼
玉
県
飯
能
市
大
字
双
柳
5
9
6番
地
５

破
産
者
岩
田
隆
弘

１
決
定
年
月
日
平
成
2
4年

1
0月

1
7日

２
主
文
本
件
破
産
手
続
を
廃
止
す
る
。

３
理
由
の
要
旨
破
産
財
団
を
も
っ
て
破
産
手
続
の
費

用
を
支
弁
す
る
の
に
不
足
す
る
。

４
主
文
破
産
者
に
つ
い
て
免
責
を
許
可
す
る
。

さ
い
た
ま
地
方
裁
判
所
川
越
支
部

第
三

我
が
国
事
業
者
の
特
許
発
明
、
技
術
等
の
国
外
流
出
の
防
止
そ
の
他
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業

及
び
統
括
事
業
の
促
進
に
際
し
配
慮
す
べ
き
事
項

１

総
合
特
区
制
度
等
と
の
連
携

国
は
、
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業
及
び
統
括
事
業
の
促
進
の
た
め
に
は
、
総
合
特
区
制
度
等
の
関

連
制
度
と
の
相
乗
効
果
を
高
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
地
方
公
共
団
体
等
の
関
係
行
政
機
関
と
緊
密

に
連
携
し
、
そ
の
効
果
的
な
実
施
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

２

地
域
経
済
へ
の
配
慮

国
は
、
特
定
多
国
籍
企
業
に
よ
る
研
究
開
発
事
業
及
び
統
括
事
業
の
促
進
に
際
し
て
、
我
が
国
事
業
者
の
特
許
発

明
、
技
術
等
が
国
外
へ
み
だ
り
に
流
出
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
地
域
経
済
を
支

え
る
我
が
国
事
業
者
の
健
全
な
発
展
を
阻
害
す
る
な
ど
地
域
経
済
の
疲
弊
に
つ
な
が
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
に
配

慮
す
る
も
の
と
す
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
法
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
四
年
十
一
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

〇
金
融
庁
告
示
第
七
十
五
号

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
三
百
二
十
一
号
）第
六
条
の
二
第
二
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

金
融
庁
長
官
の
指
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
公
布
の
日
か
ら
適
用
す
る
。

平
成
二
十
四
年
十
月
三
十
一
日

金
融
庁
長
官

畑
中
龍
太
郎

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
第
六
条
の
二
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
金
融
庁
長
官
の
指
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

Ｓ
Ｂ
Ｉ
ジ
ャ
パ
ン
ネ
ク
ス
ト
証
券
株
式
会
社
が
、
金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第

二
条
第
八
項
第
十
号
に
掲
げ
る
行
為
に
係
る
業
務
に
お
い
て
使
用
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
（
Ｐ
Ｔ
Ｓ
第
１
市
場

及
び
Ｐ
Ｔ
Ｓ
第
２
市
場
に
係
る
も
の
に
限
る
。）

二

チ
ャ
イ
エ
ッ
ク
ス
・
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社
が
、
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
八
項
第
十
号
に
掲
げ
る
行
為
に
係

る
業
務
に
お
い
て
使
用
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織

〇
金
融
庁
告
示
第
七
十
六
号

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
三
百
二
十
一
号
）
第
二
十
六
条
の
二
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
金
融
庁
長
官
の
指
定
す
る
有
価
証
券
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
十
月
三
十
一
日

金
融
庁
長
官

畑
中
龍
太
郎

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
第
二
十
六
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
金
融
庁
長
官
の
指
定
す
る
有
価
証
券
は
、
次

に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

上
場
有
価
証
券
（
金
融
商
品
取
引
所
（
金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
。
以
下
「
法
」

と
い
う
。）第
二
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取
引
所
を
い
う
。）が
上
場
す
る
有
価
証
券
を
い
う
。）

二

店
頭
売
買
有
価
証
券
（
法
第
六
十
七
条
の
十
一
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
受
け
た
有
価
証
券
を
い
う
。）

附

則

１

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
四
年
十
一
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

２

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
三
十
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
う
。

〇
金
融
庁
告
示
第
七
十
七
号

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
三
百
二
十
一
号
）
第
二
十
六
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

金
融
庁
長
官
の
指
定
す
る
有
価
証
券
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
十
月
三
十
一
日

金
融
庁
長
官

畑
中
龍
太
郎

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
第
二
十
六
条
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
金
融
庁
長
官
の
指
定
す
る
有
価
証
券
は
、
次
に
掲

げ
る
も
の
と
す
る
。

一

上
場
有
価
証
券
（
金
融
商
品
取
引
所
（
金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
。
以
下
「
法
」

と
い
う
。）第
二
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取
引
所
を
い
う
。）が
上
場
す
る
有
価
証
券
を
い
う
。）

二

店
頭
売
買
有
価
証
券
（
法
第
六
十
七
条
の
十
一
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
受
け
た
有
価
証
券
を
い
う
。）

附

則

１

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
四
年
十
一
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

２

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
三
十
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
う
。
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